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郵政民営化法の見直しに関する自民党と公明党の協議内容について 

 

一般社団法人全国地方銀行協会 

会 長  中 西  勝 則 

 

〇 昨日、郵政民営化法修正に関して、自民・公明両党における協議状況について

の報道がありました。 

〇 郵貯事業改革の本来の目的は、国際的に類を見ない規模に肥大化した郵貯事業

を段階的に縮小し、将来的な国民負担の発生懸念を減ずるとともに、民間市場

への資金還流を通じて国民経済の健全な発展を促すことにあります。したがっ

て、郵政改革の議論が、一定の政府関与を残したまま金融事業の規模・業務範

囲の拡大を指向する郵政改革関連法案から、現行の郵政民営化法の改正を基本

とする方向に転換することは本来の改革の目的に適ったものであると考えます。 

〇 しかしながら、今回の自民・公明両党の協議内容では、新規業務規制について

「金融２社株式の１／２以上処分後は届出制」に移行するとされています。 

〇 本来、金融２社の新規業務規制は、経済・社会情勢、民営化の進捗等、全体状

況を踏まえてそのあり方を判断すべきものですが、政府関与が残されたまま届

出制に移行する場合には、金融２社の業務範囲拡大による民業圧迫の懸念があ

る上、民間との適正な競争が担保されないことが懸念されます。なお、協議内

容では、「他の金融機関との間の適正な競争関係への配慮」等を新たに義務付け

ることとされていますが、その内容は必ずしも明らかにされていません。さら

に、金融２社株式の１／２以上処分時点で届出制に移行すること等を現時点で

法律上規定する場合には、それ以降の株式処分のインセンティブを弱め、政府

関与を残したままでの業務範囲と規模の拡大に繋がることが懸念されます。 

〇 政府出資が残る段階での日本郵政グループは官業と見做さざるをえず、このよ

うな公的な機関は、金融事業の規模を縮小した上で民業補完に徹するべきです。

したがって、完全民営化までの間、金融２社の新規業務規制は少なくとも中立・

公正な第三者機関による適正かつ厳格な審査を必要とする認可制を維持する必

要があると考えます。 

〇 また、預入限度額に関して、協議内容では、「当面は引上げない」とされていま

すが、暗黙の政府保証が付されたまま、預入限度額が引き上げられれば、規模

の小さな金融機関や経済状況の弱い地域にとりわけ大きな影響を及ぼしかねず、

地域における金融システムの安定を損なう懸念があるため、政府出資が残る期

間は、その限度額の引き上げを行うべきではないと考えます。 

〇 併せて、民間金融機関の店舗・ＡＴＭネットワークの充実が図られている現状

があるなかで、日本郵政グループに金融のユニバーサルサービスの提供を義務

づける必要があるのか、慎重に検討する必要があると考えます。 

以 上 


